介護保険サービスの提供に伴う事故発生時の報告取扱要領

１　事故報告の対象となる事業者及び介護保険サービス

　　介護保険指定事業者（以下「事業者」という。）が行う介護保険適用サービスとする。

２　報告の範囲

（1） サービスの提供による、利用者の怪我で外部の医療機関で受診を要したもの又は

死亡事故の発生　（様式１を記載の上提出）
注意事項

①　「サービスの提供による」とは送迎、通院等の間の事故も含む。

また、在宅介護の通所・入所サービスおよび施設サービスにおいては、利用者が事業所内にいる間は、「サービスの提供中」に含まれる。

②　事業者側の過失の有無は問わない。

③　利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可能性のあるとき（トラブルになる恐れがあるとき）は報告する。

④　利用者が、事故発生から、ある程度の期間を経てから死亡した場合は、事業者は速やかに、市へ連絡もしくは報告書を再提出する。

（2） 食中毒及び感染症等の発生　（様式１－２を記載の上提出）
注意事項

①　感染症とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定めるもののうち、原則として１，２，３類とする。

ただし、それら以外の感染症(※)や、疥癬の発生など利用者等に蔓延するおそれのある場合も、市へ報告する。
※例：鳥インフルエンザ、レジオネラ症（４類）、感染性胃腸炎（ノロウイルス）（５類）
②　食中毒及び感染症等の発生について、関連する法に定める届出義務がある場合は、これに従うほか、保健所等と連携・協力して対応すること。

（3） 職員（従業者）の法令違反・不祥事等の発生　（様式は任意）
注意事項

1 　利用者の処遇に影響があるものについて報告する。

（4） 非常災害等の発生　（様式２を記載の上提出）

（5） その他報告が必要と認められる事故の発生　（様式１を記載の上提出）
３　報告の手順

　（１）事故等発生後、事業者は、速やかに市へ電話又はＦＡＸで報告する。
　　　　特に２（２）食中毒及び感染症等の発生及び（４）非常災害等の発生に関する報告は発生後の対応等の区切りを待たず、第一報を早急に連絡すること。

（℡：0791-22-7124　FAX：0791-23-4596）

※ＦＡＸの場合、個人情報に該当する部分（報告書様式の「対象となった被保険者番号・氏名・要介護度」の欄など）を伏せて送付し、到着したかどうかを確認する際に個人情報部分を口頭で伝えるなど個人情報の保護に留意すること。

　（２）事故等処理の経過について、電話又はＦＡＸで適宜報告する。

　（３）事故等処理の区切りがついたところで、事故報告書等を提出する。

　（４）各事業者は、保険者、利用者（家族を含む。以下同じ。）及び事業者が事故の事実関係を共通に把握することができるよう、利用者に対し、事故報告書の控えを積極的に開示し、求めに応じて交付する。

４　利用者等への説明

事業者は、事故発生後、利用者やその家族に次の内容を説明しなければならない。

（１）この要領に基づき、「事故報告書」（様式１）を作成し、市に提出すること。

（２）提出後の事故報告書が事故事例として兵庫県に報告される場合があること。

（個人情報を除く）

（３）情報公開請求が出された際に、個人情報以外の内容（例：事業者名）が公開される場合があること。

５　報告先

　　事業者は、事故等が発生した場合は、次の保険者に報告する。

　（１）被保険者の属する保険者（市町）

　（２）事業所・施設が所在する保険者(市町)

６　報告を受けた市の対応

　　報告を受けた市においては、事故に係る状況を把握するとともに、当該事業者の対応状況に応じて保険者として必要な対応を行う。（別紙）

　　この場合、当該被保険者の属する市町が主たる対応を行うものとする。

　　事業者への事実確認等において必要がある場合は、事業所・施設が所在する市町と連携を図る。

７　実施年月日

　　この取扱い要領は、平成１６年７月１日から実施する。

附　則
改正後の要領は、平成２０年８月１日から施行する。
附　則
改正後の要領は、平成２９年４月１日から施行する。
附　則
改正後の要領は、令和元年７月１日から施行する。
附　則
改正後の要領は、令和３年４月１日から施行する。
(別紙)

保険者としての必要な対応

１　事業所の事故に対する対応（一連の処理）の確認

　　　事故への対応が終了していないか、または明らかに不足している場合は、苦情やトラブルを未然に防ぐ目的等から必要な指導を行う。

市指定事業者による指定基準違反のおそれがあると判断される場合は、必要に応じて実地指導等を行う。
２　県・国保連等における対応が必要と判断された場合の連絡調整

　　　県指定事業者による指定基準違反のおそれがあると判断される場合は、西播磨県民局（0791-63-5132）に連絡を行うとともに保険者の立場から必要に応じて立ち入りを行う場合に同行するなどの連携を行う。

　　　また、利用者・家族から事業者の対応に関して苦情があった場合は、適宜事業者に事実確認を行うとともに、利用者・家族に対し必要に応じて、国保連合会・介護サービス苦情処理委員会の苦情申立て制度を紹介し、併せて同委員会との連絡調整を行う。

３　事故防止の観点から県においての対応が必要と判断された場合

　　　県指定事業者による次の事由による事故の場合は、西播磨県民局（0791-63-5132）に報告する。なお、被保険者の属する市町と事業所・施設が所在する市町が異なる場合は、それぞれ所管の県民局に報告するものとする。

（1） 事故により利用者が死亡したもの

（2） 特異な事由が原因となっていると思われるもの
（3） 利用者への身体拘束や虐待が事故の原因となっていると思われるもの
（4） 職員の不祥事や法令違反等が原因となっていると思われるもの
（5） 消費生活用製品安全法第2条第5項※に基づく重大製品事故に相当するもの

（6） その他、他の事業者に事例として情報提供することにより、同様の事故の発生が防止できると思われるもの


※【消費生活用製品安全法第2条第5項に基づく重大製品事故】

　１　一般消費者の生命又は身体に対する危害が発生した事故のうち、危害が重大なもの

1 死亡事故

2 重傷病事故（治療に要する期間が30日以上の負傷・疾病）

3 後遺障害事故

4 一酸化炭素中毒事故

　２　消費生活用品が滅失し、又はき損した場合であって、一般消費者の生命又は身体に対する重大な危害が生ずる恐れがあるもの

1 火災（消防が確認したもの）

注意事項


　地震、津波、土砂災害、風水害等 災害が発生したことにより、被害が生じ、サービス提供に何らかの影響が発生した場合又は負傷者が発生した場合は、報告する。


　火災及び震度４以上の地震が発生した場合には、必ず被害状況について速やかに報告する。（被害が発生していない場合も含む）

















